
7.4 候補地の可能性調査結果 









令和６年１１月２７日作成

加茂川

プラザちゅうたい

庁舎
出入口

一般車両用
ロータリー

平面駐車場（庁舎１階を含む）
（駐車台数：２７５台）

1階の大部分を駐車場とし、駐車台数
確保とともに浸水による水損を抑制

N

新庁舎

ロータリー

敷地概要

所在 太田町１９１６番地１

敷地面積 約１３,０００㎡（図書館敷地含む）

用途地域 （北側）近隣商業地域
（南側）第二種住居地域

防火指定 なし

建ぺい・容積 許容建ぺい率：７５.５５％（想定）
許容容積率：２００％（想定）

その他規制 建築基準法第２２条区域、日影規制対象

立地適正化計画 都市機能誘導区域（庁舎の配置を推進）内

②A. プラザちゅうたい 周辺

新庁舎

近隣商業地域

第二種住居地域

庁舎を高層化し、建築面積を小さくす
ることで駐車場面積を確保

敷地南側が住居地域、北側が近隣商業地域
→建築基準法による斜線制限や日影規制の
制限により、庁舎建設範囲が限られる

2. 周辺図 4. 災害に対するリスク

1階

２階

３階

４階

５階

屋上

１階は駐車場とし、１階建物部分の開口部に止水シャッター
等を設けることで、３.０ｍの浸水時も建物への浸水を防ぐ
計画とします。

２階以上の階（主幹設備は屋上も可）に電気設備、空調設備、
熱源設備等の主幹設備およびサーバー室を設け、浸水時も水
損せず、機能を発揮できる計画とします。

駐車場

６階

庁舎 :

立体駐車場 :

歩行者通路 :

緑地 :

駐車場・車路 ：

歩行者動線 :

車両導線 ：

凡 例

中央図書館は東図書館との統合を
検討する時期となっているため、
駐車場用地として活用する

分庁舎は取り壊し、
敷地外駐車場用地として活用する
(駐車可能台数８０台） 中央図書館の移設(東図書館との統合

を検討)にともない、庁舎内に図書
コーナー（200㎡程度）を見込む

浸水想定区域図
（計画規模・木曽川）

凡例

① その川を将来的に氾濫させないように整備する際に目
標とする大雨のことです。

❶ 計画規模の降雨とは

① 木曽川の計画規模降雨は、100年に1回程度の確率で発
生する降雨であり、木曽川流域の範囲で平均して2日
間で295mmの雨が降ることを想定しています。

② 左図は計画規模降雨で氾濫した場合の浸水想定です。
プラザちゅうたい敷地では0.5～3.0mの浸水が想定さ
れています。

③ 計画規模降雨により木曽川が破堤した場合のプラザ
ちゅうたい敷地の浸水継続時間※は約4時間と想定さ
れています。

❷ 木曽川の洪水浸水想定区域（計画規模）

※浸水継続時間とは、氾濫水到達後、浸水深が50㎝に
なってから50㎝を下回るまでの時間のことです。

⇒ 対策 水損を防ぐ配置計画（１階駐車場）

駐車台数
を確保

プラザちゅうたい

中央図書館

市商業ビル

大手町公園

分庁舎

美濃太田駅

現庁舎
太田病院

太田交流センター
中山道会館

生涯学習センター

500ｍ

1. 整備のイメージ案 3. 土地利用計画案

周辺には「生涯学習センター」

「中央図書館」等の公共施設が多

数位置しています。

徒歩約１１分の距離に美濃太田

駅があり、公共交通でのアクセス

において利便性が高い候補地です。

新庁舎 施設規模

延べ面積 約１１,４００㎡

庁舎 約９,９００㎡

1階駐車場・
駐輪場

約１,５００㎡

階 数 地上６階

高 さ 約２５ｍ

駐車台数（必要台数 ５６７台）

敷地内駐車場 ２７５台

敷地外駐車場
（半径５００ｍ圏内）

２９２台
（追加借地なし）

庁舎内に図書
コーナーを設置

最大3m浸水

N

この情報は整備地を選定するために情報整理・概算事業費を算出した一例であり、建物や駐車場の形状等を確定したものではありません。
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令和６年１１月２７日作成

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R1３年度

計画・設計

庁舎建設

引越し

解体工事（現ちゅうたい）

プラザちゅうたい周辺に新庁舎が移転した場合、職員の通勤や来庁者により、近
接する「太田町北３」交差点の交通量が増加することから、移転後に同交差点での
交通処理に問題がないか検証した結果、いずれの方向からも現在の車両構成・信号
処理で円滑に交通を処理できることが確認できました。

方向
現在の

右折車線長

移転後に必要な右折車線長

評価通勤
朝ピーク

通勤
夕ピーク

来庁者
ピーク

南行き 50ｍ 47.0ｍ 29.3ｍ 35.3ｍ ＜50m OK

西行き 50ｍ 4.1ｍ 18.7ｍ 4.3ｍ ＜50m OK

移転後の交差点需要率

評価通勤
朝ピーク

通勤
夕ピーク

来庁者
ピーク

0.829 0.643 0.516 ＜0.9 OK

新庁舎が移転した場合

職員 +２７１台/時
来庁者+１４９台/時

新庁舎が移転した場合

職員 +６６台
来庁者+３７台

新庁舎候補地
(プラザちゅうたい周辺)

太田町北３
東方向から

北方向から

(西方向からの交通は
太田町北３交差点に

影響なし)

① 体育館・図書館の取り扱い、取壊し、複合化など、検討事項が多数ある。
② 浸水想定区域のため、水害対策が必要。
③ 周辺を古い住宅に囲まれ、防災面に課題がある。
④ 周辺道路の幅員が狭く、車の交通網が脆弱。

① 立体駐車場を整備せずに敷地内及び敷地外で駐車台数を確保することができる。
② 複合的な公共施設整備が期待できる。

① 敷地内に地下調整池の設置を検討する必要がある。
② 浸水想定区域のため、水害対策が必要。
③ 敷地南側の住居地域における高さ制限（建築基準法）や敷地北側の近隣商業地

域における日影規制（建築基準法）の影響により、庁舎の建設範囲が限られる。

① 造成費が抑えられるため、コストメリットがある。
② 市内各所からのアクセス性がよい。
③ 人口集積地であり、にぎわいの創出が期待できる。
④ 用途地域による建築物の制限が少ない。
⑤ 面積的にも、周辺の行政施設用地を考慮しても、最適。
⑥ 複合的な公共施設整備が期待できる。

②A. プラザちゅうたい 周辺

❸事業者の考える課題・デメリット

❶プラザちゅうたい周辺における新庁舎整備のメリット

❷プラザちゅうたい周辺における新庁舎整備のデメリット

❷事業者の考える魅力・メリット

※交差点需要率が0.9を下回ると1サイクルの信号処理で交差点内の車両を
円滑に処理することが可能

移転後に必要な右折車線長の検討

移転後の交差点需要率の検討

現在の交通量（調査実施時（令和6年7月））に、移転
により増加する交通量を加算して交差点影響を検討

この情報は整備地を選定するために情報整理・概算事業費を算出した一例であり、建物や駐車場の形状等を確定したものではありません。

5. 交差点影響分析結果 8. サウンディング調査結果

問題なし

問題なし

新庁舎の建設にあたり、民間活力導入の可能性を検討するため、多業種の民間事業
者への直接の対話により、立地および周辺環境についての魅力や課題について意見を
伺いました。

❶サウンディングの目的・内容

7. 想定事業期間
※従来の発注方式の場合です。事業手法により期間は異なるため、基本計画策定時に改めて公表します。なお、年度については目標年度であり、進捗状況により変更します。

9. まとめ【メリット／デメリット】

建築工事

引越し

基本計画 基本設計 実施設計

新庁舎
供用開始

ちゅうたい
解体・整地

適度な
敷地面積

複合的な施設
整備の可能性

水害対策が
必要

他公共施設
との調整が
多数必要

6. 事業費

概算事業費

建築

建築工事費（ＲＣ造で免震構造の場合） ６２.７億円

新庁舎設計・調査・工事監理費 ５.４億円

既存建物解体費（現庁舎・分庁舎・プラザちゅうたい・図書館） ５.０億円

立体駐車場整備費 －

小計 ７３.１億円

造成・
インフラ

用地取得・補償 －

造成費 ５.８億円

道路整備費 －

小計 ５.８億円

合計 ７８.９億円

（参考）

プラザちゅうたいは築後
５２年が経過しており、新
庁舎の建設にかかわらず近
い将来建替えを検討する必
要があります。

プラザちゅうたい敷地全
体を庁舎機能として利用す
るため、プラザちゅうたい
は別敷地に移転させる計画
となります。

（参考）

維持管理費
（３０年間）

維持管理費（運営費除く） ３７.６億円

駐車場管理・借地料 ２.４億円

計 ４０.０億円

借地料
の抑制
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令和６年１１月２７日作成

庁舎
出入口

一般車両用
ロータリー

平面駐車場（庁舎1階を含む）
（駐車台数：２６１台）

１階一部を駐車場、１階～３階を庁舎機能、
４階～６階を体育館機能とした複合庁舎

1階の大部分を駐車場とし、駐車台数
確保とともに浸水による水損を抑制

N

新庁舎（低層部）

ロータリー

②B. プラザちゅうたい 周辺 （体育館複合）

体育館（高層部）

既存のプラザちゅうたいを解体し、庁舎と体育館の
複合施設を建設するパターン

近隣商業地域

第二種住居地域

新庁舎・体育館
複合施設

この情報は整備地を選定するために情報整理・概算事業費を算出した一例で
あり、建物や駐車場の形状等を確定したものではありません。

庁舎 :

立体駐車場 :

歩行者通路 :

緑地 :

駐車場・車路 ：

歩行者動線 :

車両導線 ：

凡 例

敷地南側が住居地域、北側が近隣商業地域
→建築基準法による斜線制限や日影規制の
制限により、庁舎建設範囲が限られる

分庁舎は取り壊し、
駐車場用地として活用する
(駐車可能台数８０台）

中央図書館の移設(東図書館との統合
を検討)にともない、庁舎内に図書
コーナー（２００㎡程度）を見込む

１. 整備のイメージ案 3. 土地利用計画案

2. 周辺図 4. 災害に対するリスク

加茂川

プラザちゅうたい

浸水想定区域図
（計画規模・木曽川）

凡例

① その川を将来的に氾濫させないように整備する際に目
標とする大雨のことです。

❶ 計画規模の降雨とは

① 木曽川の計画規模降雨は、100年に1回程度の確率で発
生する降雨であり、木曽川流域の範囲で平均して2日
間で295mmの雨が降ることを想定しています。

② 左図は計画規模降雨で氾濫した場合の浸水想定です。
プラザちゅうたい敷地では0.5～3.0mの浸水が想定さ
れています。

③ 計画規模降雨により木曽川が破堤した場合のプラザ
ちゅうたい敷地の浸水継続時間※は約4時間と想定さ
れています。

❷ 木曽川の洪水浸水想定区域（計画規模）

※浸水継続時間とは、氾濫水到達後、浸水深が50㎝に
なってから50㎝を下回るまでの時間のことです。

⇒ 対策 水損を防ぐ配置計画（１階駐車場）

敷地概要

所在 太田町１９１６番地１

敷地面積 約１３,０００㎡（図書館敷地含む）

用途地域 （北側）近隣商業地域
（南側）第二種住居地域

防火指定 なし

建ぺい・容積 許容建ぺい率：７５.５５％（想定）
許容容積率：２００％（想定）

その他規制 建築基準法第２２条区域、日影規制対象

立地適正化計画 都市機能誘導区域（庁舎の配置を推進）内 庁舎内に図書
コーナーを設置

新庁舎 施設規模

延べ面積 約１８,３００㎡

庁舎 約９,９００㎡

体育館 約６,０００㎡

1階駐車場・
駐輪場

約２,４００㎡

階 数 地上６階

高 さ 約２８ｍ

駐車台数（必要台数 ７３０台）
(内訳)庁舎 ５６７台

体育館 １６３台

敷地内駐車場 ２６１台

敷地外駐車場
（半径５００ｍ圏内）

４６９台
（追加借地なし）

プラザちゅうたい

中央図書館

市商業ビル

大手町公園

分庁舎

美濃太田駅

現庁舎
太田病院

太田交流センター
中山道会館

生涯学習センター

500ｍ
周辺には「生涯学習センター」

「中央図書館」等の公共施設が多

数位置しています。

徒歩約１１分の距離に美濃太田

駅があり、公共交通でのアクセス

において利便性が高い候補地です。

1階

２階

３階

４階

５階

屋上

１階は駐車場とし、１階建物部分の開口部に止水シャッター
等を設けることで、３.０ｍの浸水時も建物への浸水を防ぐ
計画とします。

２階以上の階（主幹設備は屋上も可）に電気設備、空調設備、
熱源設備等の主幹設備およびサーバー室を設け、浸水時も水
損せず、機能を発揮できる計画とします。

駐車場

６階

最大3m浸水

N

中央図書館は東図書館との統合を
検討する時期となっているため、
駐車場用地として活用する
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令和６年１１月２７日作成

この情報は整備地を選定するために情報整理・概算事業費を算出した一例で
あり、建物や駐車場の形状等を確定したものではありません。

① 体育館・図書館の取り扱い、取壊し、複合化など、検討事項が多数ある。
② 浸水想定区域のため、水害対策が必要。
③ 周辺を古い住宅に囲まれ、防災面に課題がある。
④ 周辺道路の幅員が狭く、車の交通網が脆弱。

① 立体駐車場を整備せずに敷地内及び敷地外で駐車台数を確保することができる。
② 体育館との複合とすることで、各々を単体で建設するよりも安価に建設するこ

とができる。
③ 庁舎と体育館は利用者のピークの時間帯が異なる（庁舎は平日昼間の利用が多

く、体育館は休日や平日夕方以降の利用者が多い）ため、施設や駐車場を効率
的に活用できる。

① 敷地内に地下調整池の設置を検討する必要がある。
② 浸水想定区域のため、水害対策が必要。
③ 敷地南側の住居地域における高さ制限（建築基準法）や敷地北側の近隣商業地

域における日影規制（建築基準法）の影響により、庁舎の建設範囲が限られる。
④ 庁舎の利用者に加え、体育館の利用者数も想定した駐車台数の整備が必要。

① 造成費が抑えられるため、コストメリットがある。
② 市内各所からのアクセス性がよい。
③ 人口集積地であり、にぎわいの創出が期待できる。
④ 用途地域による建築物の制限が少ない。
⑤ 面積的にも、周辺の行政施設用地を考慮しても、最適である。
⑥ 複合的な公共施設整備が期待できる。

8. サウンディング調査結果

9. まとめ【メリット／デメリット】

❸事業者の考える課題・デメリット

❷事業者の考える魅力・メリット

②B. プラザちゅうたい 周辺 （体育館複合）

プラザちゅうたい周辺に新庁舎が移転した場合、職員の通勤や来庁者により、近
接する「太田町北３」交差点の交通量が増加することから、移転後に同交差点での
交通処理に問題がないか検証した結果、いずれの方向からも現在の車両構成・信号
処理で円滑に交通を処理できることが確認できました。

方向
現在の

右折車線長

移転後に必要な右折車線長

評価通勤
朝ピーク

通勤
夕ピーク

来庁者
ピーク

南行き 50ｍ 47.0ｍ 29.3ｍ 35.3ｍ ＜50m OK

西行き 50ｍ 4.1ｍ 18.7ｍ 4.3ｍ ＜50m OK

新庁舎が移転した場合

職員 +２７１台/時
来庁者+１４９台/時

新庁舎が移転した場合

職員 +６６台
来庁者+３７台

新庁舎候補地
(プラザちゅうたい周辺)

太田町北３
東方向から

北方向から

(西方向からの交通は
太田町北３交差点に

影響なし) ※交差点需要率が0.9を下回ると1サイクルの信号処理で交差点内の車両を
円滑に処理することが可能

現在の交通量（調査実施時（令和6年7月））に、移転
により増加する交通量を加算して交差点影響を検討

新庁舎の建設にあたり、民間活力導入の可能性を検討するため、多業種の民間事業
者への直接の対話により、立地および周辺環境についての魅力や課題について意見を
伺いました。

❶サウンディングの目的・内容

❶プラザちゅうたい周辺（体育館複合）における新庁舎整備のメリット

❷プラザちゅうたい周辺（体育館複合）における新庁舎整備のデメリット

移転後に必要な右折車線長の検討 問題なし

5. 交差点影響分析結果

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R1４年度

計画・設計

庁舎建設

引越し

解体工事
（現ちゅうたい）

建築工事
新庁舎
供用開始引越し

ちゅうたい
解体・整地

基本計画 基本設計 実施設計

7. 想定事業期間
※従来の発注方式の場合です。事業手法により期間は異なるため、基本計画策定時に改めて公表します。なお、年度については目標年度であり、進捗状況により変更します。

移転後の交差点需要率

評価通勤
朝ピーク

通勤
夕ピーク

来庁者
ピーク

0.829 0.643 0.516 ＜0.9 OK

移転後の交差点需要率の検討 問題なし

適度な
敷地面積

他公共施設との
調整が多数必要

庁舎、体育館を
単体で建てる
より安価

水害対策が
必要

6. 事業費

（参考）

体育館を単体で建設する場
合の建築工事費は約３７.８
億円となります。庁舎と体育
館の複合施設を建設する場合
は約９１.２億円となり、庁
舎整備分（６２.７億円）＋
２８.５億円で体育館を整備
することができるため、建築
工事費を約９.３億円削減す
ることができます。

（参考）

維持管理費
（３０年間）

維持管理費（運営費除く） ３７.６億円

駐車場管理・借地料 ２.５億円

計 ４０.１億円

庁舎整備分

概算事業費

建築

建築工事費（ＲＣ造で免震構造の場合） ６２.７億円

新庁舎設計・調査・工事監理費 ５.４億円

既存建物解体費（現庁舎・分庁舎・プラザちゅうたい・図書館） ５.０億円

立体駐車場整備費 －

小計 ７３.１億円

造成・
インフラ

用地取得・補償 －

造成費 ５.５億円

道路整備費 －

小計 ５.５億円

合計 ７８.６億円

複合施設全体

９１.２億円

７.５億円

５.０億円

－

１０３.７億円

既存のプラザちゅうたいを解体し、庁舎と体育館の
複合施設を建設するパターン

12
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前平公園駅

前平公園

N

③ 畜産研究所 周辺

新庁舎

西町作り洞線からの拡幅・新設道路

前平公園

調整池

平面駐車場

敷地概要

所在 前平町３丁目８番地

敷地面積 約５０,０００㎡

用途地域 無指定地域

防火指定 なし

建ぺい・容積 許容建ぺい率：６０%
許容容積率：２００％

その他規制 日影規制対象

立地適正化計画 都市機能誘導区域外

❶ 浸水想定区域図
（ハザード指定なし）

凡例

畜産研究所

岐阜県公表の液状化危険度分布図では、液状化の「可
能性が高い」でしたが、令和６年度に市が行った地質調
査（ボーリング調査）では、対象敷地は「液状化の可能
性は極めて低い」ことが分かりました。

平面駐車場
（駐車台数：657台）

新庁舎

前平公園

前平公園と連携が可能
（園路と庁舎敷地内の歩行者通路を繋いだウォーキング
コース、公園広場・運動場と連携したイベントの開催等）

高低差±0m

高低差＋5m

高低差＋10m

高低差－１７．６m

「前平公園」に隣接し、緑豊かな周辺環境がある。
丘陵地に位置するため、敷地内外の高低差が大きい。
徒歩約10分の距離に前平公園駅がある。

※土地利用計画案は検討段階であり、周辺土地所有者との協議は行われていません。

現状、丘陵状の敷地であり、
庁舎建設・駐車場整備のため
大規模な造成工事が必要

周辺より高い位置に庁舎が
あるため、坂道となる

断面イメージA A’

新庁舎
調整池 ▼庁舎±0

▼庁舎＋１０m

▼庁舎＋５m

▼庁舎－７．０ｍ

至 西町作り洞線

畜産研究所は丘陵地に位置しており、周辺との高低差が大き
くなっています。庁舎へのアクセス路確保のため、新設道路が
必要となりますが、周辺との高低差により、西町作り洞線から
の取付け道路勾配は５％ですが、南側との取付道路は９.８％と
なります。また、敷地周辺の既存道路（主に西町作り洞線）も
５％を超えており、高齢者や車いす使用者等は自力での歩行・
車いすによる庁舎へのアクセスが困難となります。
（バリアフリー法（努力義務）：歩道の縦断勾配は原則、５％
以下）

勾配５％以下 勾配８％

自力走行可能 介助が必要

車いす使用者と勾配の関係

西町作り洞線

山手線

前平公園

新庁舎

県有地

現在の畜産研究所敷地は敷地内の高低差が大きく、
庁舎建設が可能な平場の敷地が無いこと、十分なア
クセス路が整備されていないことから、大規模な造
成工事が必要となります。
造成工事により、大量の残土が排出されるため、

残土処分に費用がかかります。

❸バリアフリー未対応の道路勾配

❶大規模な造成工事

2. 周辺図 3. 災害に対するリスク

庁舎 :

立体駐車場 :

歩行者通路 :

緑地 :

駐車場・車路 ：

歩行者動線 :

車両導線 ：

凡 例

高低差±0m

高低差－７．０m

西町作り洞線

高低差＋5m

敷地内に高低差があるため、
歩行者通路・車路の傾斜が
大きくなる

勾配９. 8%

６. 断面イメージ

調整池

自動車のアクセスのため、
西町作り洞線からの拡幅・新設道路（幅員９mへ）
および西町作り洞線の改良（右折レーン）が必要

500ｍ

山手線からの
拡幅・新設道路

敷地面積が１ha以上であり、開発にあたるため、大規
模な調整池が必要となります。

❷大規模な調整池

バリアフリー
対応が困難

低層の庁舎

大規模な
造成工事

この情報は整備地を選定するために情報整理・概算事業費を算出した一例であり、建物や駐車場の形状等を確定したものではありません。

1. 整備のイメージ案 ５. 土地利用計画案

新庁舎 施設規模

延べ面積 約９,６００㎡

庁舎 約９,５００㎡

駐輪場 約１００㎡

階 数 地上２階

高 さ 約９ｍ

駐車台数（必要台数 ５６７台）

敷地内駐車場 ６５７台

敷地外駐車場
（半径５００ｍ圏内）

０台

交通量増加にともなう
西町作り洞線と山手線の
交差点改良が必要

❷ 液状化

４. 造成計画
造成計画は、造成費を抑えるために現況地形の山に合

わせ切土と盛土を行い、西から東に段差を設け、「調整
池」「庁舎」「駐車場」「道路」を配置しています。こ
れ以上造成費を抑える計画とすると、西町作り洞線から
の取付道路勾配が５％を超えてしまい、歩行や車椅子で
のアクセスが困難となります。また、庁舎建物に段差を
設けると「建物の１フロア面積の減少」「建物構造の複
雑化による工事費の増」「斜路・階段の設置による利便
性の悪さ」「法面の増加による来庁者駐車場の減少」な
ど工事費の増加や利便性の低下につながります。

２方向動線の確保のため、山手線から
の拡幅・新設道路（幅員９.０ｍ）およ
び山手線の改良(右折レーン)が必要
※バリアフリー未対応
→岐阜県との用地交渉および、山手線
へつなぐための用地取得が必要

N

庁舎南側から北東方向を
みたイメージ

敷地が広いため、低層
庁舎（2階建て）を計画

13
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① 既成市街地から遠く、アクセス性に課題がある。
② 敷地高低差があり、造成費がかかる。
③ 敷地の高低差と利用者動線の調整に課題がある。
④ 渋滞が懸念され、道路の整備が必要となる可能性あり。
⑤ 用地の取得や造成工事等、スケジュールが読みにくい。
⑥ ＤＩＤ地区から外れていること等から民間施設の立地

は難しい。

① 広大な敷地と開発の柔軟性・他候補地と比べ敷地面積
を確保できる。

② 水害のリスクが低いため、防災拠点としても機能する。
③ 前平公園との連携により事業の幅が広がる。
④ 緑と高低差を利用した計画により、他にない庁舎整備

が可能。
⑤ 中部国際医療センターが近く、連携が容易。

① 敷地が広く、勾配も大きいため、他の候補地に比べ膨大な造成費がかかる。
② 幹線道路に接続するための道路を整備する必要があり、民地を含めた用地取得が

必要となる。用地取得の進捗により新庁舎整備が長期化する恐れがある。
③ 開発許可や造成工事に時間を要する。
④ 土壌調査により、新庁舎整備の長期化および対策費用が必要となる可能性がある。
⑤ 隣接する県有地に豚コレラにより廃棄処分された豚が埋設されているため、道路

敷地等として活用する場合には対策が必要。

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R1４年度 R1５年度

計画・設計

用地取得

庁舎建設

引越し

解体工事

その他

① 敷地内に平面で必要駐車台数を確保することができるため、立体駐車場や民地借
上げに比べ、駐車場の維持管理費を抑えることができる。

② 敷地が広いため、建物の配置計画の自由度が高い。
③ 前平公園の隣地のため、緑豊かな周辺環境である。

畜産研究所周辺に新庁舎が移転した場合、職員の通勤や来庁者により、近接する
「前平公園駅北」交差点の交通量が増加することから、移転後に同交差点での交通
処理に問題がないか検証した結果、ピーク時も円滑に交通処理を行うためには、西
行きの右折車線長を延長する必要があります。

新庁舎候補地
(畜産研究所周辺)

前平公園駅北

新庁舎が移転した場合

職員+１４１台
来庁者+７８台

新庁舎が移転した場合

職員+１２７台
来庁者+７１台

東方向から

西方向から

(北方向からの交通は
前平公園駅北交差点に

影響なし)

③ 畜産研究所 周辺

11. まとめ【メリット／デメリット】
❶畜産研究所周辺における新庁舎整備のメリット

❷畜産研究所周辺における新庁舎整備のデメリット

移転後に必要な右折車線長の検討
現在の交通量（調査実施時（令和6年7月））に移転に

より増加する交通量を加算して交差点影響を検討

方向
現在の
右折

車線長

移転後に必要な右折車線長

評価通勤朝
ピーク

通勤夕
ピーク

来庁者
ピーク

南行き 40ｍ 7.7ｍ 36.4ｍ 17.0ｍ ＜40m OK

西行き 40ｍ 55.0ｍ 19.2ｍ 40.1ｍ
＞40m NG
(15.0ｍ
不足)

東行き ― ― ― ―
(右折車線
なし)

整備が長期化
する可能性

この情報は整備地を選定するために情報整理・概算事業費を算出した一例であり、建物や駐車場の形状等を確定したものではありません。

９. 想定事業期間
※従来の発注方式の場合です。事業手法により期間は異なるため、基本計画策定時に改めて公表します。なお、年度については目標年度であり、進捗状況により変更します。

新庁舎の建設にあたり、民間活力導入の可能性を
検討するため、多業種の民間事業者への直接の対話
により、立地および周辺環境についての魅力や課題
について意見を伺いました。

❶サウンディングの目的・内容
10. サウンディング調査結果７. 交差点影響分析結果

交差点
改良必要

造成・道路整備工事

造成工事開始までに既存施設解体

基本計画 基本設計

引越し

実施設計
造成設計・開発許可

建築工事

道路整備用地交渉・買収 ※用地取得状況により事業期間は延長する可能性があります。

用途地域・立地適正化計画変更

新庁舎
供用開始

❸事業者の考える課題・デメリット

❷事業者の考える魅力・メリット

事業者からの提案の一例

広大な
敷地

十分な駐車場

公共施設

公共施設

至 長良川鉄道
前平公園駅

概算事業費

建築

建築工事費（ＲＣ造で免震構造の場合） ６５.４億円

新庁舎設計・調査・工事監理費 ５.６億円

既存建物解体費（現庁舎・分庁舎） ２.６億円

立体駐車場整備費 －

小計 ７３.６億円

造成・
インフラ

用地取得・補償 ２.４億円

造成費 ２８.０億円

道路整備費 ７.１億円

小計 ３７.５億円

合計 １１１.１億円

（参考）

維持管理費
（３０年間）

維持管理費（運営費除く） ３６.７億円

駐車場管理・借地料 -

計 ３６.７億円

８. 事業費
※交差点需要率が0.9を下回ると1サイクルの信号処理で交差点内の

車両を円滑に処理することが可能

移転後の交差点需要率の検討
移転後の交差点需要率

評価通勤
朝ピーク

通勤
夕ピーク

来庁者
ピーク

0.418 0.434 0.420 ＜0.9 OK

畜産研究所周辺は造成
工事が必要なこと、また、
庁舎までのアクセス確保
のため、新設道路が必要
なことから造成・インフラ
整備に多くの費用が必要
となります。

造成費が高い

問題なし
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④ 大手町公園 周辺

立体駐車場
新庁舎

美濃太田駅

ＪＲ高山本線・長良川鉄道

浸水想定区域図
（計画規模・加茂川）

大手町公園

加茂川

至 美濃太田駅

凡例

1. 整備のイメージ案 4. 土地利用計画案

美濃太田駅

駅北ロータリー

庁舎出入口

一般車両用
ロータリー

立体駐車場
（駐車台数：３５１台）

公用車は地下駐車場を利用
（駐車台数：５４台）

コミュニティバスは
駅北ロータリーを利用

線路が見えるデッキイメージ

南側の窓面やデッキからの
トレインビューで待ち時間も楽しめる

駅北ロータリー

平面駐車場

N

美濃太田駅に隣接し、公共交通機関で
のアクセスにおいて利便性が非常に高く
なっています。

敷地概要

所在 大手町１丁目３番地

敷地面積 約８,０００㎡

用途地域 第二種住居地域

防火指定 なし

建ぺい・容積 許容建ぺい率：７０％
許容容積率：２００％

その他規制 建築基準法第２２条区域、日影規制対象

立地適正化計画 都市機能誘導区域（庁舎の配置を推進）内

新庁舎

大手町公園は都市計画公園として都市計画決定さ
れています。（都市計画法）
大手町公園敷地に新庁舎を整備するにあたり、同

規模の代替公園の敷地の確保と整備および都市計画
決定の手続きが必要となります。（期間：用地取得
後３年から５年程度）

大手町公園は都市計画公園

整備

廃止 決定

大手町公園の廃止および
代替公園を都市計画決定

2. 周辺図 3. 災害に対するリスク 5. 都市計画公園の廃止／代替公園の整備

大手町公園

美濃太田駅

市商業ビル

プラザちゅうたい

中央図書館

分庁舎

大手町公園は高さ制限や容積率の関係上、庁舎１階を駐車場にできない、
かつ、地下駐車場を設置するため、以下の対策をします。
⇒対策 建物への浸水を防ぐ止水板の常備

地下駐車場への浸水を防ぐ止水シャッターの設置

止水板のイメージ

庁舎 :

立体駐車場 :

歩行者通路 :

緑地 :

駐車場・車路 ：

歩行者動線 :

車両導線 ：

凡 例

敷地周辺が住居地域
→建築基準法による日影規制の制限により、
庁舎建設範囲が限られる

平面駐車場
（駐車台数：３５台）

立体駐車場が
必要

地下駐車場
が必要

庁舎
出入口

止水シャッターのイメージ

① その川を将来的に氾濫させないように整
備する際に目標とする大雨のことです。

❶ 計画規模の降雨とは

① 加茂川の計画規模降雨は、30年に1回
程度の確率で発生する降雨であり、加
茂川流域の範囲で1時間に84mmの雨が
降ることを想定しています。

② 左図は計画規模降雨で氾濫した場合の
浸水想定です。大手町公園では0～
3.0mの浸水が想定されています。

❷ 加茂川の洪水浸水想定区域
（計画規模）

ステップ１ ステップ２

同規模の代替公園を整備

ステップ３ ステップ４
大手町公園敷地に庁舎建設可能

庁舎

500ｍ

この情報は整備地を選定するために情報整理・概算事業費を算出した一例であり、建物や駐車場の形状等を確定したものではありません。

新庁舎 施設規模

延べ面積 約1９,５００㎡

庁舎 約９,７００㎡

地下1階駐車
場・駐輪場

約２,３００㎡

立体駐車場 約７,５００㎡

階 数 地上５階 地下１階

高 さ 約２１ｍ

駐車台数（必要台数 ５６７台）

敷地内駐車場 ４４０台

敷地外駐車場
（半径５００ｍ圏内）

１２７台

N
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大手町公園周辺に新庁舎が移転した場合、職員の通勤や来庁者により、近接する
「大手町１」交差点の交通量が増加することから、移転後に同交差点での交通処理
に問題がないか検証した結果、いずれの方向からも現在の車両構成・信号処理で円
滑に交通を処理できることが確認できました。

方向
現在の
右折

車線長

開庁後に必要な右折車線長

評価通勤
朝ピーク

通勤
夕ピーク

来庁者
ピーク

南行き 50ｍ 40.2ｍ 13.6ｍ 24.3ｍ ＜50m OK

西行き 50ｍ 4.0ｍ 6.4ｍ 2.7ｍ ＜50m OK

北行き 50ｍ 3.5ｍ 3.3ｍ 2.5ｍ ＜50m OK

東行き 50ｍ 6.9ｍ 4.8ｍ 3.7ｍ ＜50m OK

開庁後の交差点需要率

評価通勤
朝ピーク

通勤
夕ピーク

来庁者
ピーク

0.829 0.829 0.222 ＜0.9 OK

新庁舎候補地
(大手町公園周辺)

大手町１

新庁舎が移転した場合

職員+２７１台
来庁者+１４９台

北方向から

(西方向からの交通は
大手町１交差点に

影響なし)

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R1４年度 R1５年度

計画・設計

庁舎建設

解体工事

引越し

代替公園整備

① 敷地面積が小さい。
② 駅南からのアプローチが悪い。
③ 日影規制が建物配置に大きく影響する。

① 駅に近接しており、公共交通（電車、バス等）でのアクセス性に優れる。
② 敷地内に既存建物が少ないため、建物撤去や造成費を抑えることができる。

① 都市公園であるため、同規模の代替都市公園を新たに整備する必要がある。
② 周辺に市有地が少ないため、必要駐車台数を確保するためには敷地内に大規模

な立体駐車場を整備する必要がある。
③ 敷地が狭いため、立体駐車場も整備すると容積率が厳しくなり、庁舎機能以外

の用途を入れる余地がない。

① 駅前であることから利便性が良い。
② 駅南側の再開発地区と一体的な賑わいを創出する可能性を秘めている。
③ 鉄道利用者を対象にした事業展開の可能性がある。

④ 大手町公園 周辺

6. 交差点影響分析結果 9. サウンディング調査結果

10. まとめ【メリット／デメリット】

❸事業者の考える課題・デメリット

❷事業者の考える魅力・メリット

❶大手町公園周辺における新庁舎整備のメリット

❷大手町公園周辺における新庁舎整備のデメリット

※交差点需要率が0.9を下回ると1サイクルの信号処理で交差点内の車両を
円滑に処理することが可能

移転後に必要な右折車線長の検討

移転後の交差点需要率の検討

現在の交通量（調査実施時（令和6年7月））に、移転
により増加する交通量を加算して交差点影響を検討 美濃太田駅

との連携

建物設計の
自由度が低い

駅近で
アクセス◎

公園整備が
必要

新庁舎の建設にあたり、民間活力導入の可能性を検討するため、多業種の民間事業
者への直接の対話により、立地および周辺環境についての魅力や課題について意見を
伺いました。

❶サウンディングの目的・内容

この情報は整備地を選定するために情報整理・概算事業費を算出した一例であり、建物や駐車場の形状等を確定したものではありません。

8. 想定事業期間
※従来の発注方式の場合です。事業手法により期間は異なるため、基本計画策定時に改めて公表します。なお、年度については目標年度であり、進捗状況により変更します。

問題なし

問題なし

基本計画 基本設計 実施設計

建築工事撤去
整地

引越し

代替公園の敷地確保および整備／都市計画変更手続き（都市公園の廃止および新設）

新庁舎
供用開始

7. 事業費

大手町公園周辺は市有地
敷地が狭く、駐車場用地が
確保できないことから、立
体駐車場の整備・維持管理
が必要となります。

また、現在都市公園であ
るため、庁舎建設にあたり、
代替公園の整備が必要です。

立体駐車場の
整備費が高い

概算事業費

建築

建築工事費（ＲＣ造で免震構造の場合） ６５.３億円

新庁舎設計・調査・工事監理費 ５.２億円

既存建物解体費（現庁舎・分庁舎） ２.６億円

立体駐車場整備費 ８.７億円

小計 ８１.８億円

造成・
インフラ

用地取得・補償 －

造成費 ２.１億円

道路整備費 －

小計 ２.１億円

合計 ８３.９億円

（参考）

維持管理費
（３０年間）

維持管理費（運営費除く） ３７.１億円

駐車場管理・借地料 １２.２億円

計 ４９.３億円
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